
新宿駅前教室

社会福祉士通信科
精神保健福祉士通信科
一般養成コース│短期養成コース

スクーリング教室

渋谷駅前教室
立川駅前教室町田駅前教室

東京駅前教室

支給されます

専門実践教育
訓練給付金 対

象

学費の70％
詳細は所轄のハローワーク窓口までご確認ください。

川崎駅前教室
横浜駅前教室

お問い合わせ先

社会福祉士通信科
精神保健福祉士通信科

LINE入学相談 電話入学相談メール入学相談

最大44万円 募集要項
2025年6月11日入学生

NEW
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通信教育学科 学科理念

アルファ医療福祉専門学校　通信教育学科　方針（ポリシー）

社会人がこれまで培ってきた様々な経験を活かし、働きながらソーシャルワークの価値・専門知識・技術を身につけることがで
きる教育環境を提供し、既存の福祉・医療サービスの枠にとらわれない新たな社会資源を創造することができる専門職の養成を
通じて、人々のウェルビーイング※1 向上に寄与する。

※1ウェルビーイング：個人の権利や自己実現が保障され、身体的、精神的、社会的に良好な状態にあることを意味する概念

アドミッションポリシー（入学方針）

学校法人西田学園アルファ医療福祉専門学校 通信教育学科は、『自律から自立へ』の建学の精神に基づき、
社会福祉士、精神保健福祉士資格を持つソーシャルワーク専門職を養成するため、以下を受入れの基本方針とする。

1. 本校が掲げる建学の精神である『自律から自立へ』に共感し本課程での学びを強く望む者
2. 入学後の修学と資格取得に必要な基礎学力と学習意欲を有する者
3. 通信課程の学習方法に鑑み自らの学習進度を把握した上で、定められた面接授業と現場実習にすべて出席し、
　期日までに課題を提出できる者
4. 社会福祉士または精神保健福祉士の国家資格を取得し、社会福祉の向上に寄与することを目的とする者

以上の基本方針に照らし、本校は本冊子における指定の選考方法により、総合的かつ公平な観点をもって審査にあたる。

2

ディプロマポリシー（修了認定方針）

通信教育学科では、本校が掲げる「建学の精神」に基づき、①人々の生活をささえる高い倫理観の涵養、②ソーシャルワー
ク専門職に必要とされる知識と技術の修得およびそれを維持・向上する生涯学習を続ける態度・習慣の修得、③地域住
民を含めた多職種多機関と連携し、ソーシャルワーク実践をおこなう協調性の修得、を教育理念とし、次の能力を身に
つけたと認められる学生に対し、修了認定を行う。

1. ソーシャルワーク専門職として高い倫理観を身につけている。
2. クライエントのもつ悩み・不安・苦痛等に共感する態度を身につけている。
3. ソーシャルワーク専門職として社会の発展に貢献する使命感と責任感を身につけている。
4. 基礎的なソーシャルワークの知識・技術を身につけている。
5. 生涯学習を続ける習慣・態度を身につけている。
6. ソーシャルワーク専門職としての役割と実践におけるチームワークの重要性を理解している。
7. 志を持つ後学を指導するとともに、自らも共に学ぶ態度を身につけている。
8. ソーシャルワーク専門職に必要な心身の調和を図ることができる。

カリキュラムポリシー（教育課程方針）

アルファ医療福祉専門学校の「建学の精神」並び通信教育学科の「ディプロマポリシー」に基づき、以下の方針に則りカ
リキュラムを編成する。

1. 自宅学習では、学生にとって大切な社会活動と両立しながら、ソーシャルワーク専門職を目指すことができるよう、
　 e-ラーニングシステムを活用した効率的かつ効果的な学習方法を重視する。
2. 対面授業では、多様な価値観や視点を体験的に学ぶことができるよう、アクティブラーニングを重視する。
3. 現場実習では、学生がソーシャルワーク専門職として必要な倫理観・行動規範を基盤とし、
　主体性を持って学ぶことを重視する。
4. ソーシャルワーク専門職に必要な価値・知識・技術を身につけられるように、現役ソーシャルワーカーから学ぶ
　 機会を設ける。

かんよう

1．募集学科

■社会福祉士通信科

・各学科の募集定員に達した時点で募集は終了となります。
・出願時にいずれかひとつのコースを選択していただきます（併願不可）。選考結果通知後のコースならびに教室変更はできません。
・天災等の影響により予定していた会場から変更になる場合がございます。
・車いすをご利用の方、視聴覚に障害をお持ちの方は出願前にご相談ください。
・入学者数が本校の定める基準に満たなかった場合、出願時に希望していたスクーリング教室から変更になる場合がございます。

■精神保健福祉士通信科

１年７ヵ月
（２０２5 年 6 月１１日～２０２7 年１月１０日）

※２０２7年２月の国家試験受験が可能

９ヵ月
（２０２5 年 6 月１１日～２０２6 年 3 月１０日）

※２０２6年２月の国家試験受験が可能

学習期間

一般養成コース
（定員３００名）

短期養成コース
（定員３６０名）

コース
（定員）

１年６ヵ月
（２０２5年 6 月１１日～２０２6 年１2 月 10 日）

※２０２7年２月の国家試験受験が可能

９ヵ月
（２０２5 年 6 月１１日～２０２6 年 3 月１０日）

※２０２6年２月の国家試験受験が可能

スクーリング教室 スクーリング日学習期間

一般養成コース
（定員 7００名）

短期養成コース
（定員８０名）

コース
（定員）

注意事項

東京駅前
新宿駅前
渋谷駅前
横浜駅前
川崎駅前
町田駅前
立川駅前

NEW

横浜駅前

町田駅前

日曜日

火曜日

木曜日

町田駅前 日曜日

スクーリング教室 スクーリング日

NEW

東京駅前
新宿駅前
渋谷駅前
横浜駅前
町田駅前
立川駅前

NEW

東京駅前
新宿駅前
渋谷駅前
横浜駅前
町田駅前
立川駅前

日曜日

日曜日
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2．出願要件

■出願資格
下記の要件をすべて満たす方が出願できます。

・社会福祉士通信科入学要件 ➡ 6 ページ　　　　・精神保健福祉士通信科入学要件 ➡ 8 ページ

以下の【入学対象地域】に居住もしくは勤務していること

【入学対象地域】

東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県・茨城県・栃木県・群馬県・静岡県・山梨県・愛知県・宮城県
山形県・福島県・新潟県・長野県・岐阜県・三重県

※受験申込時点において、本校の対象地域である 1 都 16 県に在住していない方であっても、入学時に転勤・就職等で 1 都 16 県に
居住する事が明らかな方は、本校が承認した場合のみ入学する事が出来ます。

現場実習（必要者のみ）の履修ができること

・福祉施設実習（16日間）
　①最低月８日間実施できること
　②最低週２日間実施し、平日を含めること

・医療機関実習（12日間）
　平日かつ連続日程で実施ができること

【社会福祉士通信科】

福祉施設実習（32日間）
①最低月８日間実施できること
②最低週２日間実施し、平日を含めること

【精神保健福祉士通信科】

※受け入れ施設の事情等により、ご希望通りになるとは限りません。

各養成コースの入学要件に該当すること

■ブラウザ
MicrosoftEdge 最新版
GoogleChrome 最新版
AppleSafari6.0 以降

■ブラウザ
GoogleChrome 最新版
AppleSafari 最新版

【動作環境】

＜パソコン＞ ＜スマートフォン・タブレット＞
■OS
MicrosoftWindows10 以上
MacOSXv.10.9 以上

■OS
iOS14.0 以上
AndroidOS 8.0 以上

スマートフォン・パソコン・タブレット端末等の情報端末を有し、インターネット環境があること
（ e- ラーニングシステムを利用して学習をするため）

修学に関わる通信費・Wi-Fi 環境等の整備につきましては受講生の方のご負担となります。
パソコン等の貸し出しは行っておりません。予めご了承ください。

現場実習の配属地域は、東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県・茨城県のいずれかとなります。
また、各希望学科ごとに下記の要件を満たす必要がございます。
※現場実習免除の要件については、「入学要件」のページをご確認ください。

スクーリングに出席ができること
各学科・コースのスクーリング教室一覧は 3 ぺージを確認してください。

1

2

3

4

5
（
実
習
必
要
者
の
み
）

①募集要項・入学要件等の確認

■社会福祉士通信科入学要件➡6ページ　　　　　　■精神保健福祉士通信科入学要件➡8ページ

④選考結果・入学手続きの案内

③選考

選考結果は出願手続き完了から２週間程度で、インターネット出願のマイページ上にて通知いたします。
合格者には、学費納入案内をお送りします。

■学費➡10 ページ

⑤学費の振り込み

⑥教材購入

⑦学習開始

2025 年 6月11日開講・学習開始となります。
なお、入学式等のイベントはございません。

教材の購入手続きについては、２０２5年３月以降順次ご案内いたします。

②出願の手続き

■選考方法➡14～15 ページ

3．出願から学習開始までの流れ

■出願の手順➡16 ページ

■出願から学習開始までの流れ
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■入学要件について

国家試験の詳細は公益財団法人社会福祉振興・試験センターホームページ（http://www.sssc.or.jp/）にてご確認ください。

4．社会福祉士通信科 入学要件

本校社会福祉士養成課程では「一般養成コース」と「短期養成コース」を設置しており、各コースには入学要件が
あります。下表より該当の入学要件を確認してください。いずれも本校開講日前である 2025 年 6 月 10 日までに
要件を満たしていることが必要です。
本課程修了により国家試験受験資格を取得することができます。

一般４年制大学卒業（卒業見込み含む）

一般３年制短大・専門学校卒業後
※夜間・通信除く

一般２年制短大・専門学校卒業後

相談援助業務の実務経験４年以上

相談援助業務の
実務経験１年以上

相談援助業務の
実務経験２年以上

一
般
養
成
コ
ー
ス

福祉系４年制大学卒業（卒業見込み含む）
※基礎科目をすべて履修していること

福祉系３年制短大・専門学校卒業後
※基礎科目をすべて履修していること

相談援助業務の
実務経験１年以上

福祉系２年制短大・専門学校卒業後
※基礎科目をすべて履修していること

相談援助業務の
実務経験２年以上

相談援助業務の
実務経験２年以上

社会福祉主事養成機関卒業後
（社会福祉法第19条第1項第2号）

児童福祉司／身体障害者福祉司／査察指導員／
知的障害者福祉司／老人福祉指導主事
上記いずれかの相談援助業務の実務経験４年以上

短
期
養
成
コ
ー
ス

社
会
福
祉
士
国
家
試
験
受
験

社
会
福
祉
士
取
得
（
登
録
）

入学要件一覧表

相談援助業務の実務経験および現場実習の履修について注１

社会福祉士における相談援助業務の実務経験とは、厚生労働省が指定する施設・事業所において福祉に関する相談援助の
業務に従事した経験を指します。
実務経験は指定の「施設種類」、「職種」に当てはまる内容であることが必要であり、該当しない内容は実務経験として申
請することはできません。
また、相談援助業務の実務経験が 2025年 6月 10日までに 1年以上ある場合は、現場実習の履修が免除となります。
実務経験については、本冊子 23ぺージも必ず確認してください。

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注２

注１

注１注３

注１

注２

注２

【現場実習の履修について】
相談援助業務の実務経験が１年以上ある場合、現場実習の履修はすべて免除対象となります。
相談援助業務の実務経験については、7ページの「相談援助業務の実務経験および現場実習の履修について」
をご確認ください。

必要年数

6 ページの「入学要件一覧表」で示されている必要年数を、2025 年 6 月 10 日までに満たしている
ことが必要です。出願時点で必要年数に満たない場合でも、2025 年 6 月 10 日までに満たす見込みで
ある時は出願することができます。
※該当施設設置者と雇用関係を有しており、該当施設の常勤者、もしくは労働時間が常勤者の
　おおむね４分の３以上である者を含む。

指定施設・職種
実務経験は対象になる施設・職種が指定されています。実務経験の対象になる施設・職種名は 31～47ぺー
ジを確認してください。該当の内容については、証明権者（該当の施設・事業所）が判断し「実務経験証
明書」（２5ページ）にて証明いただきます。

実務経験の認定 出願時に提出いただく「実務経験証明書」に基づき本校が審査を行ないます。

現場実習の履修 実務経験の期間が 1年以上と認められた場合、現場実習は免除となります。

基礎科目履修について（短期養成コース）注２

短期養成コースの入学要件のうち、「基礎科目履修」に該当する場合、該当の基礎科目をすべて履修している必要があります。
履修状況は、基礎科目を履修をした学校に直接ご確認ください。
出願には、履修した学校の書式にて証明された「社会福祉に関する基礎科目履修証明書」が必要となります。

社会福祉主事養成機関について（短期養成コース）注3

短期養成コースの入学要件のうち、「社会福祉主事養成機関卒業」に該当する場合、社会福祉法第19条第1項第2号に
規定する社会福祉主事養成機関を卒業していることが必要となります。
指定養成校の一覧は下記よりご確認ください。

実務経験検索フォーム
アルファ医療福祉専門学校
ホームページに遷移します

基礎科目一覧　
社会福祉士振興・試験センター
ホームページに遷移します

全国の社会福祉主事養成機関一覧
ワムネットのホームページに遷移します
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■入学要件について

5．精神保健福祉士通信科 入学要件

基礎科目履修について（短期養成コース）
短期養成コースの入学要件のうち、「基礎科目履修」に該当する場合、該当の基礎科目をすべて履修している必要があります。
履修状況は、基礎科目を履修をした学校に直接ご確認ください。
出願には、履修した学校の書式にて証明された「精神障害者の保健及び福祉に関する基礎科目履修証明書」が必要となり
ます。

国家試験の詳細は公益財団法人社会福祉振興・試験センターホームページ（http://www.sssc.or.jp/）にてご確認ください。

一般４年制大学卒業（卒業見込み含む）

一般３年制短大・専門学校卒業後
※夜間・通信除く

一般２年制短大・専門学校卒業後

相談援助業務の実務経験４年以上

相談援助業務の
実務経験１年以上

相談援助業務の
実務経験２年以上

一
般
養
成
コ
ー
ス

福祉系４年制大学卒業（卒業見込み含む）
※基礎科目をすべて履修していること

福祉系３年制短大・専門学校卒業後
※基礎科目をすべて履修していること

相談援助業務の
実務経験１年以上

福祉系２年制短大・専門学校卒業後
※基礎科目をすべて履修していること

相談援助業務の
実務経験２年以上

社会福祉士取得者

短
期
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成
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国
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録
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入学要件一覧表

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注２

注１

注２

注２

【現場実習の履修について】
相談援助業務の実務経験が１年以上ある場合、現場実習の履修はすべて免除対象となります。
相談援助業務の実務経験については、9 ページの「相談援助業務の実務経験について」をご確認ください。

注１ 相談援助業務の実務経験および現場実習の履修について
精神保健福祉士における相談援助業務の実務経験とは、厚生労働省が指定する施設・事業所において、精神障がい者の社
会復帰に関する相談援助の業務に従事した経験を指します。
実務経験は指定の「施設種類」、「職種」に当てはまる内容であることが必要であり、該当しない内容は実務経験として申
請することはできません。
また、相談援助業務の実務経験が 2025年 6月 10日までに 1年以上ある場合は、現場実習の履修が免除となります。
実務経験については、本冊子 23ぺージも必ず確認してください。

注２

本校精神保健福祉士養成課程では「一般養成コース」と「短期養成コース」を設置しており、各コースには入学要件
があります。下表より該当の入学要件を確認してください。いずれも本校開講日前である 2025 年 6 月 10 日までに
要件を満たしていることが必要です。
本課程修了により国家試験受験資格を取得することができます。

必要年数

8 ページの「入学要件一覧表」で示されている必要年数を、2025 年 6 月 10 日までに満たしている
ことが必要です。出願時点で必要年数に満たない場合でも、2025年 6月 10日までに満たす見込みで
ある時は出願することができます。
※該当施設設置者と雇用関係を有しており、該当施設の常勤者、もしくは労働時間が常勤者の
　おおむね４分の３以上である者を含む。

指定施設・職種
実務経験は対象になる施設・職種が指定されています。実務経験の対象になる施設・職種名は 49～58ぺー
ジを確認してください。該当の内容については、証明権者（該当の施設・事業所）が判断し「実務経験証
明書」（２7ページ）にて証明いただきます。

実務経験の認定 出願時に提出いただく「実務経験証明書」に基づき本校が審査を行ないます。

現場実習の履修 実務経験の期間が 1年以上と認められた場合、現場実習は免除となります。

実務経験検索フォーム
アルファ医療福祉専門学校
ホームページに遷移します

基礎科目一覧　
社会福祉士振興・試験センター
ホームページに遷移します

【現場実習の履修について】
相談援助業務の実務経験が１年以上ある場合、現場実習の履修はすべて免除対象となります。
相談援助業務の実務経験については、9ページの「相談援助業務の実務経験および現場実習の履修について」
をご確認ください。



・一般養成コースの方は、テキスト代が別途必要です（税込み価格約６６,０００円）。
・短期養成コースの方は、テキスト代が別途必要です（税込み価格約３０,０００円）。
・精神保健福祉士の資格を取得し登録した方が社会福祉士通信科一般養成コース・短期養成コースのいずれか
　に入学される場合、共通科目が一部免除になります（一般養成コースのみ授業料から２万円減免）。
・「実習あり」の方のうち、介護福祉士養成施設おいて「介護実習※1」、もしくは精神保健福祉士養成施設において「ソーシャ
　ルワーク実習」を履修された方は、実習時間が 60 時間免除かつ現場実習費から 3万円が減免されます。該当の方は
　「履修科目証明書」をご提出ください。
　※1 4年制大学の場合平成 31 年 4 月以降の入学者、2年制短期大学・専門学校の場合令和３年 4月以降の入学者

・一般養成コースの方は、テキスト代が別途必要です（税込み価格約６６,０００円）。
・短期養成コースの方は、テキスト代が別途必要です（税込み価格約３０,０００円）。
・「実習あり」の方のうち、社会福祉士養成施設において「相談援助実習」または「ソーシャルワーク実習」を
履修された方は、福祉施設での実習が 60時間免除かつ現場実習費から 3万円が減免となります。
該当の方は「履修科目証明書」をご提出ください。

・現場実習においては、健康診断書等の各種検査、交通費、昼食代、宿泊費等が別途必要になることがあります。
・省令等で指定する施設において、相談援助業務の実務経験が１年以上ある方は、ご出願時の実務経験の申請に
　より現場実習が免除となります。詳細は 23ぺージ「相談援助業務の実務経験に関する資料」をご確認ください。
・授業料には、スクーリング受講料、ｅ-ラーニング使用料、授業実施にあたっての準備費等が含まれます。
　インターネット通信費および修学上必要となる郵送料は別途ご負担いただきます。
・入学を取り消し、または辞退する場合は、2025年 6月 10日までにお手続きください。2025年 6月 11日以降の
　辞退は認められません。なお、入学を辞退した場合は、選考料および入学金を除き、授業料・現場実習費の
　返還を行います。

一般養成コース
（１年６ケ月）

コース 入学金 授業料 合計現場実習費

30,000 円 309,000 円

30,000 円 312,000 円

339,000 円

211,000 円 241,000 円

160,000 円

150,000 円

502,000 円

394,000 円

6．学費

■社会福祉士通信科

■精神保健福祉士通信科

実習あり

実習なし
（実務経験あり） ー

214,000 円

30,000 円

30,000 円

ー
短期養成コース
（９ケ月）

実習あり

実習なし
（実務経験あり）

一般養成コース
（１年 7 ケ月）

コース 入学金 授業料 合計現場実習費

30,000 円 311,000 円

315,000 円30,000 円

341,000 円

231,000 円

235,000 円

261,000 円

220,000 円

215,000 円

565,000 円

480,000 円

実習あり

実習なし
（実務経験あり） ー

30,000 円

30,000 円

ー
短期養成コース
（９ケ月）

実習あり

実習なし
（実務経験あり）

注意事項

・ 原則、選考結果通知から１週間以内に学費を納入していただきます。
　一般養成コースのみ、２分割（テキスト代を除く）でのお支払いが可能です。分割納入の場合は合格通知から
　１週間以内に前期分学費（総額の約７割）を納入していただき、後期分は 2025年 10月末までのお支払いとなります。
　また、分割手数料として１万円が発生します。
・指定テキストセットの購入については、2025年 3月頃にご案内致します。なお、テキスト代金は一括払いのみとな
　り返金はできません。
・クレジットカード払いの場合は、選考結果通知時に詳細なご案内を送付いたします。なお、お支払い金額に対して、　
　2.9%の手数料が発生いたします。

学費納入について

本校は「専門実践教育訓練給付制度」の対象校です。
詳細は 12 ページをご覧ください。

1110
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社会福祉士通信科 一般養成コース・短期養成コース
精神保健福祉士通信科 一般養成コース・短期養成コース

利用できる学科・コース

専門実践教育訓練給付制度とは

制度を利用できる方の要件　※必ずハローワークでご確認ください。

申込から給付までの流れ

働く人の主体的で、中長期的なキャリア形成を支援し、雇用の安定と再就職の促進を図ることを目的とする
雇用保険の給付制度です。一定の条件を満たす雇用保険の被保険者※（在職者）、または被保険者であった方
（離職者）が、厚生労働大臣の指定する専門実践教育訓練を受講した場合、受講生本人が支払った教育訓練
経費の５０％に相当する額が支給されます。また、受講修了日から１年以内に資格取得し、かつ被保険者とし
て雇用された又は雇用されている場合等には、２０％が追加支給されます。
※被保険者とは一般被保険者および高年齢被保険者をいいます。

●利用手続きは、受講開始日の 2 週間前（2025 年 5 月27日）までに所轄のハローワークにて
ご自身でお手続きを行う必要があります。重 要

（１）雇用保険の被保険者（在職者）

※支給要件期間とは、受講開始日までの間に同一の事業主の適用事業に引き続いて被保険者等として雇用された期間をいい
　ます。この被保険者資格を取得する前に他の事業所等に雇用されるなどで被保険者等であった期間も通算しますが、被保
　険者資格の空白期間が１年を超える場合は、その前の期間は通算されません（１年以内の場合は通算されます）。
※過去に教育訓練給付金を受給したことがある場合、その時の受講開始日より前の被保険者等であった期間は通算しません。

各学科のおおよその給付額は以下の通りです。なお、下記の金額は対象学費満額相当での計算となります。
お支払いの学費によって給付額は変動いたしますので、詳細は所轄のハローワークまでご確認ください。

社会福祉士通信科一般養成コース（受講開始日 2025（令和 7）年 6 月 11日／修了予定日 2026（令和8）年１2 月１０日）
講座名 指定番号 最大給付額

社会福祉士一般養成コース
（実習必要者）

社会福祉士一般養成コース
（実習不要者） 1310052 - 2110011 - 6

1310052 - 1510011 - 6

社会福祉士通信科短期養成コース（受講開始日 2025（令和 7）年 6 月 11 日／修了予定日 2026（令和8）年 3 月１０日）
講座名 指定番号 最大給付額

社会福祉士短期養成コース
（実習必要者）

社会福祉士短期養成コース
（実習不要者） 1310052 - 2110041 - 4

1310052 - 1510021 - 9

精神保健福祉士通信科一般養成コース（受講開始日 2025（令和 7）年 6 月１１日／修了予定日 2027（令和9）年１月１０日）
講座名 指定番号 最大給付額

精神保健福祉士一般養成コース
（実習必要者）

精神保健福祉士一般養成コース
（実習不要者） 1310052 - 2110051 - 7

1310052 - 1510031 - 1

精神保健福祉士通信科短期養成コース（受講開始日 2025（令和 7）年 6 月１１日／修了予定日 2026（令和8）年 3 月１０日）
講座名 指定番号 最大給付額

自己負担額

自己負担額

自己負担額

自己負担額

精神保健福祉士短期養成コース
（実習必要者）

精神保健福祉士短期養成コース
（実習不要者） 1310052 - 2110061 - 0

1310052 - 1510041 - 4

28.3 万円 12.1 万円

39.7 万円 17.0 万円

18.9 万円 8.1 万円

29.6 万円 12.7 万円

28.4 万円 12.2 万円

44.1 万円 18.9 万円

20.3 万円 8.7 万円

35.7 万円 15.3 万円

7．学費支援制度（専門実践教育訓練給付制度）

■専門実践教育訓練給付制度

受講開始日に雇用保険の被保険者である方のうち、支給要件期間が３年（初めて教育訓練給付金を受給
する場合は２年）以上ある方

受講開始日に被保険者でない方のうち、被保険者資格を喪失した日（離職日の翌日）以降、受講開始日
までが１年以内（妊娠、出産、育児、疾病、負傷などで教育訓練給付の適用対象期間が延長された場合
は最大２０年以内）であり、かつ支給要件期間が３年（初めて教育訓練給付金を受給する場合は２年）
以上ある方

（２）雇用保険の被保険者であった方（離職者）

① 所轄のハローワークで給付対象者になるか確認する

④ 2025年 6 月 11 日　本校受講開始
　 受講開始後、専門実践教育訓練給付金の利用有無を確認するアンケートを実施します。
⑤６か月ごとに給付金の支給申請を行う
　ハローワークでご自身で給付金支給の手続きを行います。
　 ④のアンケート時に本制度の利用を申告された方には、支給手続き開始前までに必要書類を本校
　 よりお送りします。

指定講座情報・給付額等について

※本校指定サイト以外で購入または譲渡により入手したテキスト代金は対象外です。
※2024 年 5 月時点の給付率です。今後、改正等により給付率は変更になる場合がございます。
※下記の「最大給付額」と「自己負担額」は最大値のものです。テキスト購入数等により金額は変動いたします。
※100 円単位は切り捨てて算出しております。

■給付対象となる学費（教育訓練経費）

② 本校に出願し受験する
③ ハローワークにて「キャリアコンサルティングの受講」と「受講前申請」を完了させる
　 ※2025 年 5 月27日までに完了させてください。

入学金、授業料、現場実習費（該当者のみ）、本校指定サイトにて購入した必須テキスト代金
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8．出願について

全期間共通して入学日は2025年 6月 11日です。
受付期間中であっても、各学科・教室の定員に達した時点で受付終了となります。
定員状況は、本校ホームページのニュース欄でお知らせいたします。

６月受付期間

７月受付期間

８月受付期間

９月受付期間

10 月受付期間

11 月受付期間

12 月受付期間

１月受付期間

２月受付期間

３月受付期間

■選考方法
出願者情報（インターネット出願・郵送提出書類）および小論文（インターネット出願時に入力し提出）により、
客観的に入学要件の有無を確認し、本校の修学と国家資格取得に必要となる基礎学力、および社会福祉に貢献
する者として総合的に選考します。

■選考料
１０，０００円

あなたが目指すソーシャルワーク専門職像を
３００字以上４００字以内で述べなさい。小論文課題

■願書受付期間

※納入に関するご案内はインターネット出願のお手続きの際に画面上でご確認いただけます。
※出願後の選考料のご返金はできません。
※支払い方法を問わず、システム利用手数料が一律６６０円掛かります。

選考料の納入はインターネット出願時に、コンビニエンスストア払い・クレジットカード払い・ペイジー払い
から選択して支払い手続きを行います。

第
１
期

第
２
期

第
３
期

第
４
期

第
５
期

2024年　6月1日（土）　　　～　　　  2024年　6月30日（日）

2024年　7月1日（月）　　　～　　　  2024年　7月31日（水）

2024年　8月1日（木）　　　～　　　  2024年　8月31日（土）

2024年　9月1日（日）　　　～　　　  2024年　9月30日（月）

2024年 10月1日（火）　　　～　　　  2024年 10月31日（木）

2024年 11月1日（金）　　　～　　　  2024年 11月30日（土）

2024年 12月1日（日）　　　～　　　  2024年 12月31日（火）

2025年　1月1日（水）　　　～　　　  2025年　1月31日（金）

2025年　2月1日（土）　　　～　　　  2025年　2月28日（金）

2025年　3月1日（土）　　　～　　　  2025年　3月31日（月）

■精神保健福祉士通信科（実習必要者）の選考について
精神保健福祉士通信科（実習必要者）に限り、14 ページの選考方法（出願者情報＋小論文）に加え「面談」を
実施します。

■面談の目的
精神保健福祉士通信科（実習必要者）では、医療機関実習が必須となっております。医療機関での実習は、患者
の心身の健康に直結することからより高度な専門知識と医療の妨げにならない謙虚な姿勢が求められます。その
為、選考にあたっては小論文と面談の総合評価で選考します。

■面談方法
方　法：オンライン面談（Ｗｅｂ会議サービス「Zoom」を使用）
面談日：月 1 回本校が指定する日曜日（10 時 ～ 15 時 30 分）
時　間：1 人 30 分程度
面接官：当校教職員 2 名

■面談までの流れ
①出願 ( 小論文含む )・選考料の入金を完了させてください。
②本校にてご出願・ご入金を確認後、２週間以内にインターネット出願サイトの『メッセージ』にて面談日をご
　案内いたします。
　※郵送必要書類のご提出状況に関わらず、面談を行う場合がございます。予めご了承ください。
③面談日より１週間ほど前に、『メッセージ』より面談詳細をお知らせいたします。( 面談時間・Zoom URL 等 )

■面談実施の注意事項
・インターネットに接続できる Web カメラ付き PC 又はスマートフォンやタブレット端末などのデバイスが必
　要です。
・通信状態を予めご確認ください。途中で途切れた場合、面談を中止する場合があります。

■その他
・面談の詳細は出願後、インターネット出願システムよりご案内いたします。
・ご案内する日程での面談が難しい場合は、次回の面談日をご案内いたします。
・面談結果のみの通知は行いません。総合的に選考を行い結果を通知します。
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■インターネット出願の手順

【顔写真について（アカウント作成時に使用）】

■選考結果について（重要）

※期限までにご入学手続きが完了しない場合、入学取り消しとなる可能性がございます。
※選考理由、選考方法に関するお問い合わせには、一切お答えすることはできません。
※出願情報の取り消しおよび選考料の返金はできませんので、ご了承ください。
※出願情報の内容に虚偽・詐称があった場合は、入学の取り消しおよび入学後の在籍取り消しとなる場合がございます。
※入学を取り消し・辞退する場合は、２０２5年 6月１０日までにお手続きください。２０２5年 6月１１日以降は辞退は認められません。
　なお、入学を辞退した場合は、選考料および入学金を除き、授業料・現場実習費の返金を行います。
※選考を辞退される場合でも、出願情報の取り消しおよび選考料の返金はできませんので、ご了承ください。
※2024年度中にご出願できるのは１度のみとなります。選考不合格等で再度ご出願をご希望される方は、今期はご出願を受け付けるこ
　とが出来ません。予めご了承ください。

選考中の本校からのメッセージ

STEP1

STEP2

STEP3

STEP4

STEP5

STEP6

インターネット出願サイトでアカウントを作成する

インターネット出願サイトで出願者情報を登録する

選考料（10,000 円）を入金する

願書受付完了（インターネット出願＋選考料入金）

郵送必要書類を送付する

すべての出願手続き完了

選考中

選考結果

ご出願された方と通信科事務局との連絡手段は、原則インターネット出願上のメッセージ機能（本校
送信専用）か通信科事務局メール（t-pssw@alpha-net.ac.jp）にてご連絡します。

選考結果は、出願手続き完了から２週間程度で、インターネット出願のマイページ上で通知いたします。
合格された方にはご入学に関する手続き（今後のスケジュール・学費のお振込み等）のご案内を
メッセージにて送信いたします。ご自身のマイページ上を必ずご確認ください。
提出書類に不備等がある場合は、選考結果通知が予定より遅れる場合がございます。

画面の指示に従い、選考料の入金手続きを行ってください。
コンビニ払い、クレジットカード払い、ペイジーが利用できます（別途システム利用手数料が一律660円掛かります）。

選考はインターネット出願の完了と郵送書類が本校に不備なく到着してから 2週間程度で、インターネット
出願のマイページで通知いたします。提出書類の不備等がある場合は、選考結果通知が予定より遅れることが
ございます。合格者には学費納入等の入学手続きに関する詳細を別途ご連絡いたします。

インターネット出願と選考料のお支払いをもって、願書受付となります。
各願書受付期間内に完了させてください（本冊子 14 ページ参照）。

選考結果の確認

郵送必要書類を 1週間以内に郵送してください（本冊子 18 ～ 21 ページ参照）。
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入学要件 全員提出 該当者のみ提出

下記の必要書類を確認し、インターネット出願の手続き完了後から１週間以内に郵送してください（郵送が２週間を超
える見込みの場合はご連絡ください。なお、インターネット出願と選考料入金が完了している場合は、郵送時期が願書
受付期間を超えても問題ございません )。なお、必要書類は入学要件ごとに異なりますので注意してください。

入学要件 全員提出 該当者のみ提出

9．郵送必要書類一覧

■社会福祉士通信科　一般養成コース

一般４年制大学卒業（卒業見込み含む）

一般３年制短大・専門学校卒業後
※夜間・通信除く

相談援助業務の
実務経験１年以上

一般２年制短大・専門学校卒業後 相談援助業務の
実務経験２年以上

相談援助業務の実務経験４年以上

＋

＋

発行より１年以内の原本をご提出ください。「卒業（修了）証書」のコピーは不可です。
※卒業見込みの方は、2025年 3月に卒業予定であること。なお、卒業後改めて「卒業証明書」を提出いただきます。

①大学、短期大学、専門学校等の卒業（修了）証明書（卒業見込み含む）

②実務経験（見込）証明書【本冊子２5 ページ】
相談援助業務の実務経験を申告される方は、必ず本校所定の用紙にてご提出ください。
本冊子２3ぺージを確認し、該当する実務経験の内容を入学要件の必要年数分ご申告ください。
本証明書は、実務経験の該当施設・事業所の証明権者に内容を判断・証明いただくものです。
本校は提出いただいた書類の内容に基づき審査します。
※実務経験を「見込」で出願された方は、期間満了後に改めて「実務経験証明書」を
　2025年6月１０日までに提出していただきます。

③精神保健福祉士登録証のコピー
精神保健福祉士を取得されている方は、登録証のコピーをご提出いただくことにより以下が免除・減免となります。
・共通科目の課題の履修を一部免除
・授業料より２万円減免

④履修科目証明書（実習必要者のみ）
介護福祉士養成施設おいて「介護実習」を履修された方、もしくは精神保健福祉士養成施設において「ソーシャ
ルワーク実習」を履修された方は、実習時間が 60 時間免除かつ現場実習費から 3 万円が減免されます。

発行より１年以内の原本をご提出ください。「卒業（修了）証書」のコピーは不可です。
※卒業見込みの方は、2025年3月に卒業予定であること。なお、卒業後改めて「卒業証明書」を提出いただきます。

発行より１年以内の原本をご用意ください。基礎科目の一覧は 7 ページをご確認ください。
※卒業された学校所定の書式にてご提出ください（成績証明書不可）。書式がない場合は、本校までご連絡ください。
※取得見込みの方は、2025年 3月に取得予定であること。なお、卒業後改めて「基礎科目履修証明書」を提出いただきます。

④実務経験（見込）証明書【本冊子２5 ページ】

⑤精神保健福祉士登録証のコピー

■社会福祉士通信科　短期養成コース

相談援助業務の
実務経験１年以上

相談援助業務の
実務経験２年以上

＋

＋
相談援助業務の
実務経験２年以上＋

①大学、短期大学、専門学校等の卒業（修了）証明書（卒業見込み含む）

②大学、短期大学、専門学校等での基礎科目履修証明書

発行より１年以内の原本をご提出ください。社会福祉主事養成機関の詳細は 7 ページをご確認ください。
③社会福祉主事養成機関の卒業（修了）証明書

精神保健福祉士を取得されている方は、登録証のコピーをご提出いただくことにより、共通科目の課題が一部免除されます。

児童福祉司／身体障害者福祉司／査察指導員／
知的障害者福祉司／老人福祉指導主事
上記いずれかの相談援助業務の実務経験４年以上

① ② ③ ④

① ②

① ②

②

相談援助業務の実務経験を申告される方は、必ず本校所定の用紙にてご提出ください。
本冊子２3ぺージを確認し、該当する実務経験の内容を入学要件の必要年数分ご申告ください。
本証明書は、実務経験の該当施設・事業所の証明権者に内容を判断・証明いただくものです。
本校は提出いただいた書類の内容に基づき審査します。
※実務経験を「見込」で出願された方は、期間満了後に改めて「実務経験証明書」を
　2025 年 6月１０日までに提出していただきます。

福祉系４年制大学卒業（卒業見込み含む）
※基礎科目をすべて履修していること

福祉系３年制短大・専門学校卒業後
※基礎科目をすべて履修していること

福祉系２年制短大・専門学校卒業後
※基礎科目をすべて履修していること

社会福祉主事養成機関卒業後
（社会福祉法第19条第1項第2号）

① ② ④ ⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑥

③ ④

④

① ② ④

① ② ④

＊専用の「郵送書類提出用封筒」で送付してください ＊専用の「郵送書類提出用封筒」で送付してください

下記の必要書類を確認し、インターネット出願の手続き完了後から１週間以内に郵送してください（郵送が２週間を超
える見込みの場合はご連絡ください。なお、インターネット出願と選考料入金が完了している場合は、郵送時期が願書
受付期間を超えても問題ございません )。なお、必要書類は入学要件ごとに異なりますので注意してください。

⑥履修科目証明書（実習必要者のみ）
介護福祉士養成施設おいて「介護実習」を履修された方、もしくは精神保健福祉士養成施設において「ソーシャ
ルワーク実習」を履修された方は、実習時間が 60 時間免除かつ現場実習費から 3 万円が減免されます。

③

③

③
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■精神保健福祉士通信科　一般養成コース

発行より１年以内の原本をご提出ください。「卒業（修了）証書」のコピーは不可です。
※卒業見込みの方は、2025年 3月に卒業予定であること。なお、卒業後改めて「卒業証明書」を提出いただきます。

発行より１年以内の原本をご提出ください。基礎科目の一覧は 9 ページをご確認ください。
※卒業された学校所定の書式にてご提出ください（成績証明書不可）。書式がない場合は、本校までご連絡ください。
※取得見込みの方は、2025年 3月に取得予定であること。なお、卒業後改めて「基礎科目履修証明書」を提出いただきます。

③実務経験（見込）証明書【本冊子２7 ページ】

④社会福祉士登録証のコピー

■精神保健福祉士通信科　短期養成コース

相談援助業務の
実務経験１年以上

相談援助業務の
実務経験２年以上

＋

＋

①大学、短期大学、専門学校等の卒業（修了）証明書（卒業見込み含む）

②大学、短期大学、専門学校等での基礎科目履修証明書

2025 年２月の社会福祉士国家試験に合格し、社会福祉士登録証が未発行の場合は、合格証のコピーをご用意のうえ
出願してください。社会福祉士登録証が発行され次第 2025 年6月１０日までに社会福祉士登録証のコピーを提出ください。
※社会福祉士国家試験合格見込みでの出願は受け付けておりません。

⑤履修科目証明書（実習必要者のみ）

社会福祉士取得者

一般４年制大学卒業（卒業見込み含む）

一般３年制短大・専門学校卒業後
※夜間・通信除く

相談援助業務の
実務経験１年以上

一般２年制短大・専門学校卒業後 相談援助業務の
実務経験２年以上

相談援助業務の実務経験４年以上

＋

＋

① ② ③

① ②

① ②

②

発行より１年以内の原本をご提出ください。「卒業（修了）証書」のコピーは不可です。
※卒業見込みの方は、2025年3月に卒業予定であること。なお、卒業後改めて「卒業証明書」を提出いただきます。

②実務経験（見込）証明書【本冊子２7 ページ】

①大学、短期大学、専門学校等の卒業（修了）証明書（卒業見込み含む）

社会福祉士養成施設において「相談援助実習」または「ソーシャルワーク実習」を履修された方は、
福祉施設での実習が 60時間免除かつ現場実習費から 3万円が減免となります。

③履修科目証明書（実習必要者のみ）

相談援助業務の実務経験を申告される方は、必ず本校所定の用紙にてご提出ください。
本冊子２3ぺージを確認し、該当する実務経験の内容を入学要件の必要年数分ご申告ください。
本証明書は、実務経験の該当施設・事業所の証明権者に内容を判断・証明いただくものです。
本校は提出いただいた書類の内容に基づき審査します。
※実務経験を「見込」で出願された方は、期間満了後に改めて「実務経験証明書」を 2025年6月１０日までに
　提出していただきます。

福祉系４年制大学卒業（卒業見込み含む）
※基礎科目をすべて履修していること

福祉系３年制短大・専門学校卒業後
※基礎科目をすべて履修していること

福祉系２年制短大・専門学校卒業後
※基礎科目をすべて履修していること

① ② ③ ⑤

⑤

① ② ③

① ② ③

③④

相談援助業務の実務経験を申告される方は、必ず本校所定の用紙にてご提出ください。
本冊子２3ぺージを確認し、該当する実務経験の内容を入学要件の必要年数分ご申告ください。
本証明書は、実務経験の該当施設・事業所の証明権者に内容を判断・証明いただくものです。
本校は提出いただいた書類の内容に基づき審査します。
※実務経験を「見込」で出願された方は、期間満了後に改めて「実務経験証明書」を 2025年6月１０日までに
　提出していただきます。

入学要件 全員提出 該当者のみ提出入学要件 全員提出 該当者のみ提出

社会福祉士養成施設において「相談援助実習」または「ソーシャルワーク実習」を履修された方は、福祉施設での実習
が 60時間免除かつ現場実習費から 3万円が減免となります。

下記の必要書類を確認し、インターネット出願の手続き完了後から１週間以内に郵送してください（郵送が２週間を超
える見込みの場合はご連絡ください。なお、インターネット出願と選考料入金が完了している場合は、郵送時期が願書
受付期間を超えても問題ございません )。なお、必要書類は入学要件ごとに異なりますので注意してください。

＊専用の「郵送書類提出用封筒」で送付してください ＊専用の「郵送書類提出用封筒」で送付してください

下記の必要書類を確認し、インターネット出願の手続き完了後から１週間以内に郵送してください（郵送が２週間を超
える見込みの場合はご連絡ください。なお、インターネット出願と選考料入金が完了している場合は、郵送時期が願書
受付期間を超えても問題ございません )。なお、必要書類は入学要件ごとに異なりますので注意してください。
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■実務経験（見込）証明書

11．相談援助業務の実務経験に関する資料10．出願に関するQ＆A

２7ページ

Q．卒業証明書を旧姓のもので提出してもよろしいですか。
A．旧姓の証明書で構いません。そのままご提出ください。

Q．利用できる学費サポート制度について教えてください。
A．以下の２点の学費サポート制度をご案内しております。
　　①専門実践教育訓練給付制度（全学科対象）
　　　➡本冊子１2～１3ページをご確認ください。
　　②介護福祉士等修学資金貸付制度（社会福祉士通信科のみ対象）
　　　➡ご希望の方は本校ご入学後ご案内いたします。制度の詳細は東京都社会福祉協議会のホームページをご確認ください。

Q．スマートフォンやタブレットで受講できますか。パソコンの準備は必要ですか。
A．e -ラーニングはスマートフォン、タブレット端末に対応しておりますので、パソコンは必須ではありません。

Q．社会福祉士通信科と精神保健福祉士通信科の同時受講は可能ですか？
A．カリキュラムの都合上、社会福祉士通信科と精神保健福祉士通信科の同時受講はできません。
　　どちらの養成科から受講すれば良いのかお悩みの方はご相談ください。

Q．海外の大学を卒業していますが入学要件を満たしていますか。
A．原則、日本国内の学校を卒業していることが条件となります。

Q．実務経験証明書の証明権者はどのような人を指しますか。
A．施設長、所属長等、出願者本人の実務経験を証明いただける方が対象となります。
　　なお、出願者本人が施設長の場合、本人以外に実務経験を証明いただける方が実務経験証明書を記載してください。
　（証明権者については、本校から指定の役職者等の規則はありません。）

Q．実務経験一覧にない職種の場合、どのようにすれば良いですか。
A．原則、実務経験一覧にない職種の場合は実務経験を認定することはできません。指定施設・指定職種の一覧より
　　実務経験をご申告ください。
　　実務経験の指定施設・指定職種の一覧は23ぺージをご確認ください。

Q．基礎科目履修証明書の書式が卒業校にないと言われてしまったのですがどうしたらよいですか。
A．本校より書式をお送りいたします。下記メールアドレスまでご連絡ください。
　【メールアドレス】t-pssw@alpha-net.ac.jp

Q．現在の定員の空き状況について教えてほしいです。
A．随時本校のホームページのニュース欄にてご案内しております。

【本校ホームページ】

相談援助業務の実務経験につきましては、下記ぺージをご確認のうえ手続きを進めてください。

■社会福祉士通信科…本冊子 7ぺージ　　　　■精神保健福祉士通信科…本冊子 9ぺージ

精神保健福祉士通信科出願者用

■相談援助業務の一覧

■実務経験検索フォーム

社会福祉士通信科 精神保健福祉士通信科
QRコード QRコード

よくある質問等はホームページに掲載しています。

Q＆Aぺージはこちら →

２5ページ社会福祉士通信科出願者用

URL
https://alpha-net.ac.jp/worker-experience-seishin

31 ページ社会福祉士相談援助業務一覧

49ページ精神保健福祉士相談援助業務一覧

URL
https://alpha-net.ac.jp/worker-experience-shakai

QRコード

URL
https://alpha-net.ac.jp/work-experience
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２０２5年度生 社会福祉士通信科
実務経験（見込）証明書

従
業
期
間

ど
ち
ら
か
一
方
を

記
入
し
て
く
だ
さ
い

社

※病院・診療所の「相談員（社３０４）」の実務経験を証明される方へ
　該当職種に記載されているア・イ・ウ・エのすべての内容の業務を行なっていることが必要です。
　必ず当該の内容をご確認のうえ、実務経験証明書を作成してください。

出
願
者
本
人
が
記
入

証
明
権
者
（
施
設
・
事
業
所
）
が
記
入

「実務経験（見込）証明書（個票）」記入例　

①記入・訂正
　記入時は黒のボールペンでご記入ください。
　記入内容を訂正する場合は、すべての項目において証明権者の公印と二重線にて訂正してください。記入者の印
　はお認めできません。修正液や修正テープは使用しないでください。
②施設・機関名
　正規の施設名・機関名（事業所名）でご記入ください。名称を省略、または機関名まで記入がないものは
　認められません。
③施設種類・職種・職種コード
　「相談援助業務の実務経験（指定施設・職種）一覧」に一致する「施設種類」「職種」「職種コード」を
　ご記入下さい。それ以外の名称や省略した名称は認められません。
④従業期間
　「現在も上記職種で勤務している場合」もしくは「過去に上記職種で勤務していた場合」のいずれか一つのみ
　ご記入ください。
⑤同じ法人内の複数の施設にお勤めの場合
　勤務した職種・機関ごとに実務経験（見込）証明書をご提出ください。
⑥代表者役職・氏名、押印（公印）
　代表者は、施設長や法人の代表者（理事長等）の名前をご記入ください。施設長が入学申込者本人の場合は、
　法人の代表者（理事長等）が証明してください。
　証明印は必ず公印を押印下さい。電子印・個人印・スタンプ・ゴム印（住所等が記載された社判）は認められません。

■記入上の留意点：記入例を参考にご記入下さい。

③
④
⑤

２０２5年度生 社会福祉士通信科
実務経験（見込）証明書

従
業
期
間

ど
ち
ら
か
一
方
を

記
入
し
て
く
だ
さ
い

町田　花子
マチダ　　　　ハナコ

１９８４ ７ ２０

社会福祉法人アルファ会
アルファ地域包括支援センター

地域包括支援センター

包括的支援事業に係る
業務を行なう職員

1 ０ ７

２０１５ ４ １

２０２５ ９ ２

理事長

社会福祉法人アルファ会
アルファ地域包括支援センター

東京都町田市森野○－○１９４‐００２２
社
会
福
祉
法
人

ア
ル
フ
ァ
会

理

事

長

印

①

⑥

②

（注）①「施設種類」「職種」「職種コード」欄は「相談援助業務の実務経験（指定施設・職種）一覧」（本冊子31ぺージ参照）、
　　　または右記のQRコードより、該当するものを記入してください。
　　②記入内容を訂正する場合は、すべての項目において証明権者の公印と二重線にて訂正してください。
　　　修正液や修正テープは使用しないでください。
　　③同一法人・事業所内で同一施設種類・職種の場合で休職がある場合は、休職前までの従業期間を「過去にお勤めの場合」、
　　　復職後の従業期間を「現在もお勤めの場合」に記載ください。
　　④用紙が不足する場合は、本用紙をコピーしてご利用ください。
　　⑤本証明に虚偽や錯誤による証明があった場合は、入学資格ならびに国家試験受験資格および登録が
　　　取り消される場合がございます。
　　⑥必ず本状は原本をご提出ください（原本のコピー提出不可）。
　　⑦内容の確認のため、弊校より証明権者様宛に在籍確認をさせて頂く場合がございます。

社会福祉士通信科出願者用

社

実務経験検索フォーム

※病院・診療所の「相談員（社３０４）」の実務経験を証明される方へ
　該当職種に記載されているア・イ・ウ・エのすべての内容の業務を行なっていることが必要です。
　必ず当該の内容をご確認のうえ、実務経験証明書を作成してください。

出
願
者
本
人
が
記
入

証
明
権
者
（
施
設
・
事
業
所
）
が
記
入

田中　太郎
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２０２5年度生 精神保健福祉士通信科
実務経験（見込）証明書

精神保健福祉士通信科出願者用

精

（注）①「施設種類」「職種」「職種コード」欄は「相談援助業務の実務経験（指定施設・職種）一覧」（本冊子49ぺージ参照）、
　　　または右記のQRコードより、該当するものを記入してください。
　　②記入内容を訂正する場合は、すべての項目において証明権者の公印と二重線にて訂正してください。
　　　修正液や修正テープは使用しないでください。
　　③同一法人・事業所内で同一施設種類・職種の場合で休職がある場合は、休職前までの従業期間を「過去にお勤めの場合」、
　　　復職後の従業期間を「現在もお勤めの場合」に記載ください。
　　④用紙が不足する場合は、本用紙をコピーしてご利用ください。
　　⑤本証明に虚偽や錯誤による証明があった場合は、入学資格ならびに国家試験受験資格および登録が
　　　取り消される場合がございます。
　　⑥必ず本状は原本をご提出ください（原本のコピー提出不可）。
　　⑦内容の確認のため、弊校より証明権者様宛に在籍確認をさせて頂く場合がございます。

従
業
期
間

ど
ち
ら
か
一
方
を

記
入
し
て
く
だ
さ
い

出
願
者
本
人
が
記
入

証
明
権
者
（
施
設
・
事
業
所
）
が
記
入

実務経験検索フォーム
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2025 年 6月 11日入学生 募集要項

初 版 発 行 2024年 6月 1日

入学をご検討されている方及びその保護者等からのハラスメントについて

お問い合わせの際に、入学をご検討されている方のご要望を実現するための手段として、
社会通念上相当な範囲を超える行為（下記のとおりですが、これに限りません）を行う
ことはご遠慮ください。これらの行為があったと当校が判断した場合、応対の拒否や法
的措置，悪質な場合には出願をお断りするという手段を取らせて頂く場合がございます
ことを御了承ください。
• 威迫・脅迫・威嚇行為
•侮辱、人格を否定する発言
• プライバシー侵害行為
• 社会通念上過剰なサービス提供の要求
•合理的理由のない当校への謝罪要求や当校関係者への処罰の要求
• 同じ要望やクレームの過剰な繰り返し等による長時間の拘束行為
• SNSやインターネット上での誹謗中傷　　　　　　　　　　　　　　　　等

個人情報の取り扱いについて

学校法人西田学園アルファ医療福祉専門学校では、個人情報（住所・氏名・電話番号・
その他の固有の情報）の重要性を認識し、以下の方針に基づき、個人情報に関する関係
法令の遵守を徹底いたします。

個人情報保護方針について
第 1条　個人情報の収集と利用
学校法人西田学園は、よりよい教育サービスを提供するために、利用目的を明確にした
うえで、目的の範囲内に限り、個人情報を収集し利用します。

第 2条　個人情報の管理と保護
本校が取得した個人情報については、紛失・破壊・改ざん・不正アクセス・漏洩などの
防止のため、必要かつ適切な管理措置を講じます。また、取得した個人情報については、
ご本人から承諾いただいた場合または法令の定めにより開示を求められた場合を除き、
第三者に対し情報を開示・提供することはいたしません。

第 3条　個人情報の開示、訂正、削除
登録者本人とその保護者から個人情報の開示、修正、削除等の申し出があった場合には、
合理的な範囲内で速やかに対応させていただきます。

第 4条　遵守すべき法令・規範
学校法人西田学園は、取得した個人情報に関して適用される法令、規範を遵守いたします。

第 5条　質問および相談窓口
本人からの個人情報に関する質問、相談を受け付ける窓口を、以下のとおり設置いたし
ます。
相談窓口：学校法人西田学園 法人室
電話：042-729-1026　FAX：042-721-8411

第 6条　個人情報保護の管理体制、および継続的な改善
取得した個人情報の取り扱いにあたり、個人情報保護に関する管理体制、および上記項
目の内容を適宜見直し改善していきます。

学校法人西田学園アルファ医療福祉専門学校発 行 者



社会福祉士相談援助業務について
相談援助業務一覧

社会福祉士における相談援助業務の実務経験とは、厚生労働省が指定する施設・事業

所において福祉に関する相談援助の業務に従事した経験を指します。

実務経験は指定の「施設種類」、「職種」に当てはまる内容であることが必要であり、

該当しない内容は実務経験として申請することはできません。

※「相談援助業務に該当になるかどうか」「指定施設・職種に該当になるかどうか」については、実務を証明される証明権限を

お持ちの方にご確認ください。

※実務経験証明書の書式については、「2025 年 6 月 11 日入学生用募集要項」の 25 ページ、もしくは本校ホームページか

らダウンロードしてください。

2025 年 6 月入学生対応
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１．児童分野
職種名 職種コード施設種類

盲ろうあ児施設
・盲児施設
・ろうあ児施設
・難聴幼児通園施設

肢体不自由児施設
・肢体不自由児施設
・肢体不自由児通園施設
・肢体不自由児療護施設

根拠法

社０２５児童指導員（注意２）

社０２６保育士（注意３）

社０２７児童指導員（注意２）

社０２８保育士（注意３）

社０２９児童指導員

社０３０保育士

社０３１個別対応職員

社０３２家庭支援専門相談員

児
童
福
祉
法

社０３３児童指導員（注意２）

社０３４保育士（注意３）

社０３５心理指導員（心理指導を担当する職員）

社０３６児童自立支援専門員

社０３７児童生活支援員

社０３８個別対応職員

社０３９家庭支援専門相談員

社０４０職業指導員

社０４１相談員
（児童・母子家庭等に対し福祉に関する相談・助言を行なう職員）

社０４２相談支援専門員

社０４４保育士

社０４５個別対応職員

社０４３児童指導員

社０４６家庭支援専門相談員

社０４７里親支援専門相談員

社０４８相談援助業務を行なっている指導員

重症心身障害児施設

児童心理治療施設
（旧：情緒障害児短期治療施設）

児童自立支援施設

児童家庭支援センター

障害児相談支援事業

乳児院

児童自立生活援助事業を行なっている施設

社０４９相談援助業務を行なっている職員地域子育て支援拠点事業を行なっている施設

指定発達支援医療機関
・肢体不自由児施設支援
・重症心身障害児施設支援
（国立高度専門医療研究センター及び独立行政法人国立病院機構
　が設置する医療機関であって厚生労働大臣が指定するもの）

社０５０小児慢性特定疾病児童等自立支援員

社０５１児童指導員（注意２）

社０５２保育士（注意３）

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業を行なっている事業所

（注意2）「児童指導員」のうち、「入所者の保護に直接従事する児童指導員」として介護福祉士国家試験を受験した方は、その実務経験をもって社会福祉士国家
試験を受験することはできません。
（注意3）「保育士」のうち、「入所者の保護に直接従事する保育士」として介護福祉士国家試験を受験した方は、その実務経験をもって社会福祉士国家試験を受
験することはできません。

１．児童分野
職種名 職種コード施設種類

児童相談所

根拠法

社００１児童福祉司

社００２受付相談員

社００３相談員

社００４電話相談員

社００５児童心理司・心理判定員

社００６児童指導員

社００７保育士

社００８母子支援員・母子指導員

児
童
福
祉
法

社００９少年指導員（少年を指導する職員）

社０１０個別対応職員

社０１１児童指導員

社０１２保育士

社０１３個別対応職員

社０１４家庭支援専門相談員

社０１５職業指導員

社０１６里親支援専門相談員

社０１７児童指導員（注意２）

社０１８保育士（注意３）

社０１９心理指導担当職員

社０２１児童指導員（注意２）

社０２２保育士（注意３）

社０２０児童発達支援管理責任者

社０２３児童指導員（注意２）

社０２４保育士（注意３）

母子生活支援施設

児童養護施設

障害児入所施設
・児童発達支援センター
（障害児通所支援事業）

知的障害児施設
・知的障害児施設
・自閉症児施設（第一種、第二種）

知的障害児通園施設

（注意2）「児童指導員」のうち、「入所者の保護に直接従事する児童指導員」として介護福祉士国家試験を受験した方は、その実務経験をもって社会福祉士国家
試験を受験することはできません。
（注意3）「保育士」のうち、「入所者の保護に直接従事する保育士」として介護福祉士国家試験を受験した方は、その実務経験をもって社会福祉士国家試験を受
験することはできません。
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１．児童分野
職種名 職種コード施設種類根拠法

そ
の
他

社０７９保育士（注意３）

社０８０スクールソーシャルワーカー

社０７８児童指導員（注意２）

社０８３医療的ケア児等コーディネーター

社０８１相談援助業務を行なっている職員

社０７３相談援助業務を行なっている職員利用者支援事業を行なっている施設

社０７４相談援助業務を行なっている職員（相談員）児童デイサービス事業（障害児通園事業）

社０７６相談援助業務を行なっている職員心身障害児総合通園センター

重症心身障害児（者）通園事業を行なっている施設

スクールソーシャルワーカー活用事業に基づく教育機関

子ども家庭総合支援拠点

社０８２相談援助業務を行なっている職員子育て世代包括支援センター

「医療的ケア児等とその家族への支援」を
行なっている事業所

社０７７相談援助業務を行なっている職員
子育て短期支援事業
（短期入所生活援助事業、夜間養護等事業）
・乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、及び
　保育所等において実施する事業

社０７５相談援助業務を行なっている職員地域生活支援事業
・障害児等療育支援事業を行なっている施設

（注意2）「児童指導員」のうち、「入所者の保護に直接従事する児童指導員」として介護福祉士国家試験を受験した方は、その実務経験をもって社会福祉士国家
試験を受験することはできません。
（注意3）「保育士」のうち、「入所者の保護に直接従事する保育士」として介護福祉士国家試験を受験した方は、その実務経験をもって社会福祉士国家試験を受
験することはできません。

職種名 職種コード施設種類

障害児通所支援事業
（児童発達支援センターを除く）

根拠法

社０５３指導員（注意１）

社０５４児童指導員（注意２）

社０５５保育士（注意３）

社０５６児童発達支援管理責任者

社０５７障害福祉サービス経験者（注意４）

社０５８機能訓練担当職員（心理指導担当職員に限る）

社０５９児童指導員（注意２）

社０６０保育士（注意３）

児
童
福
祉
法

社０６１児童発達支援管理責任者

社０６２機能訓練担当職員（心理指導担当職員に限る）

社０６３指導員（注意１）

社０６４児童指導員（注意２）

社０６５保育士（注意３）

社０６６児童発達支援管理責任者

社０６７障害福祉サービス経験者（注意４）

社０６８機能訓練担当職員（心理指導担当職員に限る）

社０６９
訪問支援員（注意１）
（保育士、児童指導員、心理指導担当職員に限る）

社０７０児童発達支援管理責任者

社０７１
訪問支援員（注意１）
（保育士、児童指導員、心理指導担当職員に限る）

社０７２児童発達支援管理責任者

児童発達支援事業を行なう施設

医療型児童発達支援事業を
行なう施設

放課後等デイサービス事業を
行なう施設

居宅訪問型児童発達支援事業を
行なう施設

保育所等訪問支援事業を
行なう施設

１．児童分野

（注意1）「指導員・訪問支援員」のうち、「介護等の業務を行なう指導員・訪問支援員」として介護福祉士国家試験を受験した方は、その実務経験をもって社会
福祉士国家試験を受験することはできません。
（注意2）「児童指導員」のうち、「入所者の保護に直接従事する児童指導員」として介護福祉士国家試験を受験した方は、その実務経験をもって社会福祉士国家
試験を受験することはできません。
（注意3）「保育士」のうち、「入所者の保護に直接従事する保育士」として介護福祉士国家試験を受験した方は、その実務経験をもって社会福祉士国家試験を受
験することはできません。
（注意4）「障害福祉サービス経験者」のうち、「介護等の業務を行なう障害福祉サービス経験者」として介護福祉士国家試験を受験した方は、その実務経験をもっ
て社会福祉士国家試験を受験することはできません。（介護福祉士国家試験のみ受験できます。）なお、「障害福祉サービス経験者」とは、児童福祉法に基づく指
定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第15号）第66条第1項第1号に定める障害福祉サービス経験者（高等学
校の卒業者等であって、2年以上障害福祉サービスに係る業務に従事した者）をいい、「障害福祉サービス」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律（平成17年法律第123号）第5条第1項に規定する障害福祉サービスをいいます。
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職種名 職種コード施設種類

介護保険施設

根拠法

社１００生活相談員

社１０１
介護支援専門員
（配置基準により配置されている資格保有者に限る）

社１０４
介護支援専門員
（配置基準により配置されている資格保有者に限る）

社１０５
介護支援専門員
（配置基準により配置されている資格保有者に限る）

社１０６
介護支援専門員
（配置基準により配置されている資格保有者に限る）

社１０２支援相談員

社１０３相談指導員

介
護
保
険
法

社１０７
包括的支援事業に係る業務を行なう職員（注意５）
（保健師、主任介護支援専門員等）

社１０８生活相談員

社１０９計画作成担当者

社１１０生活相談員

社１１１生活指導員

社１１２生活相談員

社１１３生活指導員

社１１４支援相談員
指定通所リハビリテーションを行なう施設
（指定介護予防通所リハビリテーションを行なう施設を含む）
※介護老人保健施設において実施されているものに限る

社１１５支援相談員

社１１６オペレーター

指定短期入所療養介護を行なう施設
（指定介護予防短期入所療養介護を行なう施設を含む）
※介護老人保健施設において実施されているものに限る

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行なう施設

社１１７オペレーションセンター従業者指定夜間対応型訪問介護を行なう施設

指定小規模多機能型居宅介護を行なう施設
（指定介護予防小規模多機能型居宅介護を行なう施設を含む）

指定介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院

指定介護療養型医療施設

地域包括支援センター

指定特定施設入居者生活介護を行なう施設
・指定地域密着型特定施設入居者生活介護を行なう施設
・指定介護予防特定施設入居者生活介護を行なう施設
を含む

指定通所介護を行なう施設
・基準該当通所介護を行なう施設
・指定地域密着型通所介護を行なう施設
・指定介護予防通所介護を行なう施設
・基準該当介護予防通所介護を行なう施設
・第一号通所事業を行なう施設（注意６）
・指定認知症対応型通所介護を行なう施設
・指定介護予防認知症対応型通所介護を行なう施設
を含む

指定短期入所生活介護を行なう施設
・基準該当短期入所生活介護を行なう施設
・指定介護予防短期入所生活介護を行なう施設
・基準該当介護予防短期入所生活介護を行なう施設
を含む

２．高齢者分野

社１１８
介護支援専門員
（配置基準により配置されている資格保有者に限る）

指定認知症対応型共同生活介護を行なう施設
（指定介護予防認知症対応型共同生活介護を行なう施設を含む） 社１１９

介護支援専門員
（配置基準により配置されている資格保有者に限る）

指定複合型サービスを行なう施設 社１２０
介護支援専門員
（配置基準により配置されている資格保有者に限る）

（注意5）「包括的支援事業」のうち、一部の事業は、その実務経験をもって社会福祉士国家試験を受験することはできません。
（注意6）「第一号通所事業」のうち、事業者指定を受けていないもの等は、その実務経験をもって社会福祉士国家試験を受験することはできません。

２．高齢者分野
職種名 職種コード施設種類根拠法

介
護
保
険
法

老
人
福
祉
法

そ
の
他

社１２１生活相談員
指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を
行なう施設

養護老人ホーム

居宅介護支援事業を行なっている事業所

社１２２
介護支援専門員
（配置基準により配置されている資格保有者に限る）

社１２３
介護支援専門員
（配置基準により配置されている資格保有者に限る）

介護予防支援事業を行なっている事業所 社１２４担当職員

第一号介護予防支援事業を行なっている事業所 社１２５担当職員

社１２６生活相談員

社１２７生活指導員

特別養護老人ホーム
（地域密着型特別養護老人ホームを含む）

軽費老人ホーム
・都市型軽費老人ホーム
・軽費老人ホーム（A型、B型）
・ケアハウス
を含む

社１２８生活相談員

社１２９生活指導員

社１３０生活相談員

社１３１生活指導員

老人福祉センター
（特A型、A型、B型）

老人短期入所施設

社１３２相談・指導を行なう職員

社１３３生活相談員

社１３４生活指導員

老人デイサービスセンター

老人介護支援センター
（在宅介護支援センター）

社１３５生活相談員

社１３６生活指導員

社１３７相談援助業務を行なっている職員

有料老人ホーム 社１３８生活相談員

高齢者総合相談センター 社１３９相談援助業務を行なっている相談員

生活支援ハウス
（高齢者生活福祉センター） 社１４０生活援助員

サービス付き高齢者向け住宅 社１４２相談援助業務を行なっている職員

高齢者の安心な住まいの確保に資する事業
・高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）
・多くの高齢者が居住する集合住宅
等において実施する事業

社１４１相談援助業務を行なっている生活援助員
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職種名 職種コード施設種類

身体障害者福祉センター
・身体障害者福祉センター（A型、B型）
・在宅障害者デイサービス施設
（身体障害者デイサービスセンター）
・障害者更生センター

点字図書館

精神保健福祉センター

知的障害者更生相談所

障害者支援施設

地域活動支援センター

身体障害者更生相談所

根拠法

社２００身体障害者福祉司

社２０１心理判定員

社２０４身体障害者に関する相談に応ずる職員

社２０５相談援助業務を行なっている職員

社２０６精神保健福祉相談員
（精神障害者に関する相談援助業務を行なっている職員）

社２０７精神保健福祉士
（精神障害者に関する相談援助業務を行なっている職員）

社２０８精神科ソーシャルワーカー
（精神障害者に関する相談援助業務を行なっている職員）

社２０９心理判定員
（精神障害者に関する相談援助業務を行なっている職員）

社２０２職能判定員

社２０３ケース・ワーカー

身
体
障
害
者
福
祉
法

知
的
障
害
者
福
祉
法

障
害
者
総
合
支
援
法

精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に

関
す
る
法
律

社２１０知的障害者福祉司

社２１１心理判定員

社２１２職能判定員

社２１３ケース・ワーカー

社２１４生活支援員（注意７）

社２１５就労支援員

社２１６サービス管理責任者

社２１７指導員（注意７）

福祉ホーム 社２１８管理人

基幹相談支援センター 社２１９相談援助業務を行なっている職員

一般相談支援事業所 社２２０相談支援専門員

特定相談支援事業所 社２２１相談支援専門員

相談支援事業を行なう施設

地域生活支援事業

社２２２相談支援専門員

社２２３相談援助業務を行なっている職員

社２２４相談援助業務を行なっている職員

社２２５相談援助業務を行なっている職員

３．障害者分野

身体障害者自立支援事業を
行なっている施設

日中一時支援事業を
行なっている施設

障害者相談支援事業を
行なっている施設

（注意７）「生活支援員、生活指導員、指導員」のうち、「介護等の業務を行なう生活支援員、生活指導員、指導員」として介護福祉士国家試験を受験した方は、
その実務経験をもって社会福祉士国家試験を受験することはできません。（介護福祉士国家試験のみ受験できます。）

３．障害者分野
職種名 職種コード施設種類根拠法

障
害
者
総
合
支
援
法

社２２６生活支援員（注意７）

社２２７生活指導員（注意７）

社２２８生活支援員（注意７）

社２２９生活指導員（注意７）
身体障害者
更生援護施設

精神障害者
社会復帰施設

知的障害者
援護施設

身体障害者更生施設
・肢体不自由者更生施設
・視覚障害者更生施設
・聴覚・言語障害者更生施設
・内部障害者更生施設

身体障害者療護施設

社２３０生活支援員（注意７）

社２３１生活指導員（注意７）

身体障害者授産施設
（入所、通所、小規模通所）

社２３２指導員（注意７）身体障害者福祉工場

社２３３精神保健福祉士

精神障害者社会復帰指導員
精神障害者生活訓練施設

社２３４

精神保健福祉士 社２３５

精神障害者社会復帰指導員

精神障害者授産施設
（入所、通所、小規模通所）

社２３６

精神保健福祉士 社２３７

精神障害者社会復帰指導員
精神障害者福祉工場

社２３８

管理人精神障害者福祉ホーム 社２３９

生活支援員（注意７） 社２４０

生活指導員（注意７） 社２４１

生活支援員（注意７） 社２４２

生活指導員（注意７） 社２４３

生活支援員（注意７） 社２４４

社２４５生活指導員（注意７）

知的障害者更生施設
（入所、通所）

知的障害者授産施設
（入所、通所、小規模通所）

知的障害者通勤寮

（注意７）「生活支援員、生活指導員、指導員」のうち、「介護等の業務を行なう生活支援員、生活指導員、指導員」として介護福祉士国家試験を受験した方は、
その実務経験をもって社会福祉士国家試験を受験することはできません。（介護福祉士国家試験のみ受験できます。）
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３．障害者分野
職種名 職種コード施設種類根拠法

障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律

職
業
安
定
法

そ
の
他

障害者職業カウンセラー 社２６８

障害者職業カウンセラー 社２６９

職場適応援助者 社２７０

障害者の雇用の促進等に関する法律第28条第1号、
第2号及び第7号に規定する業務を行なう職員

広域障害者職業センター

地域障害者職業センター

障害者雇用支援センター

障害者就業・生活支援センター

公共職業安定所

知的障害者福祉工場

聴覚障害者情報提供施設

精神障害者地域移行支援特別対策事業を行なっている施設

精神障害者アウトリーチ推進事業を行なっている施設

社２７１

主任就業支援担当者 社２７２

就業支援担当者 社２７３

主任職場定着支援担当者 社２７４

生活支援担当職員 社２７５

精神障害者雇用トータルサポーター 社２７６

発達障害者雇用トータルサポーター 社２７７

相談援助業務を行なっている指導員 社２７８

相談援助業務を行なっている職員 社２７９

地域体制整備コーディネーター 社２８０

地域移行推進員

精神障害者地域移行・地域定着支援事業を行なっている施設

社２８１

地域体制整備コーディネーター 社２８２

地域移行推進員 社２８３

社２８４
相談援助業務を行なっている職員
（医師、保健師、看護師、作業療法士
その他医療法に規定する病院として必要な職員を除く）

アウトリーチ事業、アウトリーチ支援に係る事業を
行なっている施設 社２８５

相談援助業務を行なっている職員
（医師、保健師、看護師、作業療法士
その他医療法に規定する病院として必要な職員を除く）

第1号職場適応援助者助成金または
訪問型職場適応援助者助成金受給資格認定法人 社２８６

第1号職場適応援助者養成研修または
訪問型職場適応援助者養成研修を修了した職員
であって、職場適応援助を行なっている者

訪問型職場適応援助に係る受給資格認定法人 社２８７訪問型職場適応援助者養成研修を修了した
職員であって、職場適応援助を行なっている者

職種名 職種コード施設種類

障害福祉
サービス事業

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設
「のぞみの園」

根拠法

生活支援員（注意７） 社２４６

サービス管理責任者 社２４７

生活支援員（注意７） 社２４８

サービス管理責任者

障
害
者
総
合
支
援
法

の
ぞ
み

の
園
法

発達障害者支援センター

発
達
障
害
者

支
援
法

社２４９

生活支援員（注意７） 社２５０

就労支援員 社２５１

サービス管理責任者 社２５２

生活支援員（注意７） 社２５３

サービス管理責任者 社２５４

就労定着支援員 社２５５

サービス管理責任者

３．障害者分野

生活介護を行なう施設

自立訓練を行なう施設
（機能訓練、生活訓練）

就労移行支援を行なう施設
（認定就労移行支援を含む）

就労継続支援を行なう施設
（A型、B型）

就労定着支援を行なう施設
社２５６

地域生活支援員 社２５７

サービス管理責任者 社２５８

相談援助業務を行なっている職員 社２５９

相談援助業務を行なっている職員

自立生活援助を行なう施設

療養介護を行なう施設

短期入所を行なう施設
・身体障害者短期入所事業
・知的障害者短期入所事業
を含む

社２６０

相談援助業務を行なっている職員
重度障害者等包括支援を
行なう施設 社２６１

相談援助業務を行なっている職員共同生活介護を行なう施設 社２６２

相談援助業務を行なっている職員 社２６３

相談援助業務を行なっている指導員 社２６４

相談援助業務を行なっているケースワーカー 社２６５

相談支援を担当する職員 社２６６

社２６７就労支援を担当する職員

共同生活援助を行なう施設
・精神障害者グループホーム
・知的障害者グループホーム
を含む

（注意７）「生活支援員、生活指導員、指導員」のうち、「介護等の業務を行なう生活支援員、生活指導員、指導員」として介護福祉士国家試験を受験した方は、
その実務経験をもって社会福祉士国家試験を受験することはできません。（介護福祉士国家試験のみ受験できます。）
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職種名 職種コード施設種類

保健所

病院・診療所

根拠法

社３００精神保健福祉相談員
（精神障害者に関する相談援助業務を行なっている職員）

社３０１精神保健福祉士
（精神障害者に関する相談援助業務を行なっている職員）

社３０２精神科ソーシャルワーカー
（精神障害者に関する相談援助業務を行なっている職員）

社３０３心理判定員
（精神障害者に関する相談援助業務を行なっている職員）

地
域
保
健
法

医
療
法

救護施設

更生施設

生
活
保
護
法

生
活
困
窮
者
自
立
支
援
法

売
春
防
止
法

母
子
保
健
法

母
子
及
び

父
子
並
び
に

寡
婦
福
祉
法

社３０４

相談員（医療ソーシャルワーカー等）
次のアからエまでのすべての相談援助業務を
行なっている職員
ア　患者の経済的問題の解決、調整に係る相談援助
イ　患者が抱える心理的・社会的問題の解決、
　　調整に係る相談援助
ウ　患者の社会復帰に係る相談援助
エ　以上の相談援助業務を行なうための地域における
　　保健医療福祉の関係機関、関係職種等との
　　連携等の活動

４．その他の分野

社３０５退院後生活環境相談員

社３０６生活指導員

社３０７生活指導員

授産施設 社３０８指導員（作業指導員、職業指導員を除く）

宿所提供施設 社３０９指導員（作業指導員、職業指導員を除く）

被保護者就労支援事業を行なっている事業所 社３１０就労支援員

日常生活支援住居施設

生活困窮者自立相談支援事業を行なっている
自立相談支援機関

生活困窮者家計改善支援事業を行なっている事業所

生活困窮者就労準備支援事業を行う事業所

婦人相談所

婦人保護施設

社３１１生活支援員

社３１２生活支援提供責任者

社３１３主任相談支援員

社３１４相談支援員

社３１５就労支援員

社３１６家計改善支援員（家計相談支援員を含む）

社５０１就労準備支援担当者

社３１７相談指導員

社３１８判定員（心理・職能判定員）

社３１９婦人相談員

社３２０入所者を指導する職員

母子健康包括支援センター 社３２１母子保健に関する各種の相談に応ずる職員

産後ケア事業を実施する施設 社３２２相談に応ずる職員

母子・父子福祉センター 社３２３母子及び父子の相談を行なう職員、母子相談員
（母子の相談を行なう職員）

４．その他の分野
職種名 職種コード施設種類根拠法

社
会
福
祉
法

福祉事務所

隣保館

社３２４査察指導員（指導監督を行なう職員）

社３２５身体障害者福祉司（指導監督を行なう職員）

社３２６知的障害者福祉司（指導監督を行なう職員）

社３２７老人福祉指導主事（指導監督を行なう職員）

社３２８現業員・ケースワーカー

社３２９家庭児童福祉主事

社３３０家庭相談員

社３３１面接相談員

社３３２婦人相談員

社３３３母子・父子自立支援員、母子相談員

社３３４
「セーフティネット支援対策等事業の実施について」
自立支援プログラム策定実施推進事業実施要領に
規定する就労支援事業に従事する就労支援員

社３３５生活保護法第55条の7第1項に規定する
被保護者就労支援事業に従事する就労支援員

社３３６相談援助業務を行なっている指導職員

社３３７専門員

社３３８
相談援助業務を行なっている職員
（主として高齢者、障害者、児童、生活困窮者
その他要援護者に対するものに限る。）

社３３９福祉活動専門員

社３４０
相談援助業務を行なっている職員
（主として高齢者、障害者、児童、生活困窮者
その他要援護者に対するものに限る。）

都道府県社会福祉協議会
日常生活自立支援事業

市（特別区を含む）町村社会福祉協議会
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職種名 職種コード施設種類

刑事施設

少年院

少年鑑別所

地方更生保護委員会

根拠法

社３４１刑務官

社３４２法務教官

社３４３法務技官（心理）

社３４４福祉専門官

刑
事
収
容
施
設
法

少
年
院
法

少
年

鑑
別
所
法

更
生
保
護
法

保護観察所

更
生
保
護
事
業
法

裁
判
所
法

労
働
者
災
害

補
償
保
険
法

難
病
の
患
者
に
対
す
る

医
療
等
に
関
す
る
法
律

社３４５法務教官

社３４６法務技官（心理）

社３４７福祉専門官

社３４８法務教官

社３４９法務技官（心理）

４．その他の分野

社３５０保護観察官

社３５１社会復帰調整官

社３５２保護観察官

社３５３社会復帰調整官

更生保護施設

社３５４補導主任

社３５５補導員

社３５６福祉職員

社３５７薬物専門職員

社３５８家庭裁判所調査官

社３５９相談援助業務を行なっている指導員

家庭裁判所

労災特別介護施設

難病相談支援センター 社３６０難病相談支援員

成
年
後
見
制
度
の
利
用

の
促
進
に
関
す
る
法
律

「権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり」において
設置される中核機関 社３６１相談援助業務を行なっている職員

配
偶
者
暴
力
防
止
法

配偶者暴力相談支援センター 社５００婦人相談員

４．その他の分野
職種名 職種コード施設種類根拠法

そ
の
他

母子家庭等就業・自立支援センター事業、
一般市等就業・自立支援事業を行なっている施設

母子・父子自立支援プログラム策定事業

就業支援専門員配置等事業

地域福祉センター

就労支援事業を行なっている事業所
（自立支援プログラム策定実施推進事業実施要領に
規定する事業）

ひきこもり地域支援センター

地域生活定着支援センター

ホームレス総合相談推進業務を行なっている事業所

被災者に対する相談援助業務を実施する事業所

社３６２相談援助業務を行なっている相談員

社３６３母子・父子自立支援プログラム策定員

社３６４就業支援専門員

社３６５相談援助業務を行なっている職員

社３６６就労支援員

社３６７ひきこもり支援コーディネーター

社３６８その他相談援助業務を行なっている職員

社３６９相談援助業務を行なっている職員

社３７０相談援助業務を行なっている相談員

ホームレス自立支援センター

東日本大震災の被災者に対する相談援助業務を
実施する事業所

社３７１生活相談指導員

社３７２相談援助業務を行なっている職員

社３７３相談援助業務を行なっている職員

自立相談支援機関（自立相談支援モデル事業）
家計相談支援モデル事業を行なっている事業所

社３７４主任相談支援員

社３７５相談支援員

社３７６就労支援員

社３７７家計相談支援員

社３７８支援コーディネーター高次脳機能障害者の支援の拠点となる機関

社３７９相談援助業務を行なっている職員地域若者サポートステーション

社３８０相談援助業務を行なっている職員子ども・若者総合相談センター
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職種名 職種コード施設種類

重度身体障害者更生援護施設

身体障害者福祉ホーム

精神障害者地域生活支援センター

経過的精神障害者地域生活支援センター事業を行なっている施設
（障害者自立支援法地域生活支援事業）
〔平成18年10月～19年3月〕

精神障害者退院促進支援事業を行なっている施設

知的障害者デイサービスセンター

知的障害者福祉ホーム

身体障害者相談支援事業（市町村障害者生活支援事業）
・身体障害者更生施設
・身体障害者療護施設
・身体障害者福祉センター
・身体障害者デイサービスセンター
等において実施する事業

障害児相談支援事業、知的障害者相談支援事業（療育等支援施設事業）
・知的障害児施設
・知的障害児通園施設
・自閉症児施設
・盲ろうあ児施設
・難聴幼児通園施設
・肢体不自由児施設
・肢体不自由児療護施設
・肢体不自由児通園施設
・重症心身障害児施設
・知的障害者更生施設
・知的障害者授産施設
において実施する事業

障害者デイサービスを行なう施設
（障害者自立支援法障害福祉サービス事業）
・身体障害者デイサービス事業
・知的障害者デイサービス事業
を含む

経過的デイサービス事業を行なっている施設
（障害者自立支援法地域生活支援事業）
〔平成18年10月～19年3月〕

社４００生活支援員

社４０１生活指導員

社４０２管理人

社４０３精神保健福祉士

社４０４精神障害者社会復帰指導員

社４０５相談援助業務を行なっている職員

社４０６相談援助業務を行なっている職員

社４０７指導員

５．廃止分野

社４０８生活指導員

社４０９相談援助業務を行なっている職員

社４１０管理人

社４１１相談援助業務を行なっている職員

社４１２相談援助業務を行なっている職員

社４１３相談援助業務を行なっている職員

「障害者110番」運営事業を行なっている施設

知的障害者生活支援事業
・知的障害者通勤寮
・知的障害者更生施設
・知的障害者授産施設
・障害者能力開発施設
において実施する事業

社４１４相談援助業務を行なっている相談員

社４１５相談援助業務を行なっている職員

※以下に掲げる事業・職種は、すでに廃止されていますが、過去においてこれらの事業に従事していた期間は、
社会福祉士の受験に必要な実務経験の対象となります。

職種名 職種コード施設種類

高齢者住宅等安心確保事業
・高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）
・高齢者向け優良賃貸住宅
・高齢者円滑入居賃貸住宅（登録住宅）
等において実施する事業

高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）生活援助員派遣事業
（高齢者世話付住宅において実施する事業）

家庭支援電話相談（子ども・家庭110番）事業
（中央児童相談所において実施する事業）

ヴィエトナム難民収容施設
（日本赤十字社が設置するもの）

子ども家庭相談事業
・児童センター
・市に設置された児童館
において実施する事業

乳幼児健全育成相談事業
・保育所
・乳児院
において実施する事業

すこやかテレホン事業
（青少年相談センターにおいて実施する事業）

社４１６生活援助員

社４１７電話相談員

社４１８相談援助業務を行なっている指導員

社４１９相談援助業務を行なっている相談員

５．廃止分野

社４２０相談援助業務を行なっている相談員

社４２１相談援助業務を行なっている相談員

知的障害者専門相談（法的助言・相談）事業
（都道府県・指定都市等において実施する事業） 社４２２相談援助業務を行なっている相談員

地域子育て支援センター事業を行なっている施設 社４２３相談援助業務を行なっている職員

※以下に掲げる事業・職種は、すでに廃止されていますが、過去においてこれらの事業に従事していた期間は、
社会福祉士の受験に必要な実務経験の対象となります。
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精神保健福祉士相談援助業務について
相談援助業務一覧

精神保健福祉士における相談援助業務の実務経験とは、厚生労働省が指定する施設・

事業所において精神保健福祉に関する相談援助の業務に従事した経験を指します。

実務経験は指定の「施設種類」、「職種」に当てはまる内容であることが必要であり、

該当しない内容は実務経験として申請することはできません。

※「相談援助業務に該当になるかどうか」「指定施設・職種に該当になるかどうか」については、実務を証明される証明権限を

お持ちの方にご確認ください。

※実務経験証明書の書式については、「2025 年 6 月 11 日入学生用募集要項」の 27 ページ、もしくは本校ホームページか

らダウンロードしてください。

2025 年 6 月入学生対応
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職種名 職種コード施設種類

保健所

市町村保健センター

保護観察所

病院・診療所
（精神病床を有するもの又は精神科
もしくは心療内科の広告をしているものに限る）

根拠法

精６００

精６０１

精神科ソーシャルワーカー

医療ソーシャルワーカー

精６０２

精６０３

精６０４

精６０５

精神科ソーシャルワーカー

医療ソーシャルワーカー

心理判定員

医
療
法

精神科病院精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉

に
関
す
る
法
律

更
生
保
護
事
業
法

地
域
保
健
法

地
方
自
治
体

法
務
省

設
置
法

精神保健福祉相談員

社会福祉士

精６０６精神科ソーシャルワーカー
精神保健福祉センター

精６０７

精６０８

心理判定員

精神保健福祉相談員

社会福祉士 精６０９

精６１０精神科ソーシャルワーカー

精６１１

精６１２

心理判定員

精神保健福祉相談員

社会福祉士 精６１３

精６１４精神科ソーシャルワーカー

市役所の精神障害者に対してサービスを提供する部署
区役所の精神障害者に対してサービスを提供する部署
町村役場の精神障害者に対してサービスを提供する部署

精６１５

精６１６

心理判定員

精神保健福祉相談員

社会福祉士 精６１７

精６１８

精６１９

精６２０

精神科ソーシャルワーカー

社会復帰調整官

保護観察官

福祉職員

精６２１

精６２２

精６２３

精６２４

補導に当たる職員

薬物専門職員

精６５０訪問支援職員

更生保護施設

１．医療・行政関係施設
相談援助の業務について

精神障害者の社会復帰に関する相談援助を主たる業務として行なっていること

１．次の（１）から（５）に該当する業務に、年間を通じた業務時間の概ね 5 割以上
従事することが要件となります。

（１）精神障害者の相談
　精神障害者の精神疾患の状態にも配慮しつつ、その円滑な社会復帰に資する各種の
　情報提供
（２）精神障害者に対する助言、指導
　精神障害者に対して、その精神疾患の状態にも配慮しつつ、その退院後の住居や
　再就労の場の選択等について、積極的な提案、誘導
（３）精神障害者に対する日常生活への適応のための必要な訓練
　社会復帰の途上にある精神障害者に対し、時間を決めて洗面させる、清掃、洗濯等の
　習慣をつけさせる、公共交通機関の利用に慣れさせる等の生活技能を身につけるため
　の訓練
（４）精神障害者に対するその他の援助
　精神障害者自身がすることに困難が伴う手続きを代行し、社会復帰を目指す精神障害
　者を受け入れる側の家族、学校、会社等に精神障害に関する理解を求めるなど、個々
　の精神障害者のニーズに応じた多様な支援
（５）援助を行なうための関係者との連絡、調整等
　・ケースカンファレンス等の会議への出席
　・ケース記録等の関係書類の整理
　・職員間の申し送り、連絡、調整
　・関係機関との連絡、調整

２．病棟における食事の介助や入浴の介助等の業務は、実務経験としては認められま
せん。

３．児童が利用者である施設においては、精神障害がある障害児に対する相談援助業務
だけでなく、保護者が精神障害者の場合、精神障害者である保護者に対する相談援助業
務も実務経験の対象となります。
ただし、乳児院においては、保護者が精神障害者の場合、精神障害者である保護者に対
する相談援助業務が実務経験の対象となります。
乳児に対する相談援助業務は、実務経験の対象とはなりません。
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２．障害者関係施設
職種名 職種コード施設種類根拠法

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
（
障
害
者
総
合
支
援
法
）

精７００生活支援員

精７０１サービス管理責任者

精７０２生活支援員

精７０３サービス管理責任者

障害福祉サービス事業

生活介護を行なう施設

自立訓練を行なう施設

精７０４生活支援員

精７０５就労支援員
就労移行支援を行なう施設

精７０６サービス管理責任者

精７５０職業指導員

精７０７生活支援員

精７０８サービス管理責任者

精７５１職業指導員

就労継続支援を行なう施設

精７０９就労定着支援員

精７１０サービス管理責任者就労定着支援を行なう施設

精７１１相談援助業務に従事する職員

精７１２

精７１３

地域生活支援員

自立生活援助を行なう施設

精７１４

サービス管理責任者

精７１５

相談援助業務に従事する職員

精７１６

相談援助業務に従事する職員

相談援助業務に従事する職員

相談援助業務に従事する職員 精７１７

短期入所を行なう施設

重度障害者等包括支援を
行なう施設

共同生活援助を行なう施設
（共同生活介護であった期間を含む）

職種名 職種コード施設種類

障害者支援施設

地域活動支援センター

福祉ホーム

基幹相談支援センター

発達障害者支援センター

地域生活支援事業

根拠法

精７１９

精７１８相談援助業務に従事する職員

精７２０

精７２１

精７２２

相談援助業務に従事する職員

相談援助業務に従事する職員

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
（
障
害
者
総
合
支
援
法
）

障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律

発
達
障
害
者

支
援
法

相談支援専門員

精７２３

精７２４

精７２５

精７２６

精７２７

精７２８

精７２９

精７３０

精７３１

精７３２

精７３３

精７３４

精７３５

精７３６

相談支援専門員

一般相談支援事業を行なう施設
（相談支援事業を行なう施設であった期間を含む）

特定相談支援事業を行なう施設
（相談支援事業を行なう施設であった期間を含む）

指導員

生活支援員

就労支援員

サービス管理責任者

障害者職業カウンセラー

管理人

相談援助業務に従事する職員

障害者職業カウンセラー広域障害者職業センター

地域障害者職業センター

障害者就業・生活支援センター
生活支援担当職員

精７５２主任職場定着支援担当者

職場適応援助者

主任就業支援担当者

就業支援担当者

相談支援を担当する職員

就労支援を担当する職員

２．障害者関係施設

日中一時支援事業を
行なっている施設

障害者相談支援事業を
行なっている施設

障害児等療育支援事業を
行なっている施設

5352



3．その他
職種名 職種コード施設種類根拠法

介
護
保
険
法

生
活
保
護
法

精８００
包括的支援事業に係る業務を行なう職員
（介護保険法第115条の45第2項第4号から
第5号までに掲げる事業を除く）

精８０１生活指導員

精８０２生活指導員

地域包括支援センター

救護施設

更生施設

被保護者就労支援事業を行なう事業所

被保護者就労準備支援事業を行なう事業所

被保護者家計改善支援事業を行なう事業所

就労支援事業を行なう事業所
（自立支援プログラム策定実施推進事業実施要領に規定する事業）

知的障害者更生相談所

婦人相談所

婦人保護施設

公共職業安定所

刑事施設

精８０３就労支援員

精８０４就労支援員

精８０５被保護者就労準備支援担当者

精８０６相談支援に従事する者

精８０７就労支援員

精８０８被保護者就労準備支援担当者

精９２１生活支援提供責任者
日常生活支援住居施設

精９２０生活支援員

精８０９相談支援に従事する者

精８１０就労支援員

精８１１知的障害者福祉司

精８１２心理判定員

精８１３職能判定員

精８１４ケース・ワーカー

精８１５相談指導員

精８１６判定員

精８１７婦人相談員

精８１８

精８１９

入所者を指導する職員

精８２０発達障害者雇用トータルサポーター

精９５０雇用トータルサポーター（大学等支援分）

精神障害者雇用トータルサポーター

精８２１刑務官

精８２２

精８２３

精８２４

精８２５

精８２６

精８２７

精８２８

精８２９

法務教官

法務技官（心理）

福祉専門官

知
的
障
害
者
福
祉
法

売
春
防
止
法

職
業
安
定
法

刑
事
収
容
施
設
法

少年院

少年鑑別所

法務教官

法務技官（心理）

福祉専門官

法務教官

法務技官（心理）

少
年
院
法

少
年

鑑
別
所
法

職種名 職種コード施設種類

福祉型障害児入所施設
（知的障害児施設・知的障害児通園施設であった期間を含む）

障害児通所支援事業を
行なう施設
（医療型児童発達支援
を除く）
（児童デイサービス
であった期間を含む）

根拠法

精８３４

精８３５

精８３６

精８３７

児
童
福
祉
法

精８３８

精８３９

精８４０

精８４１

精８４２

精８４３

精８４４

精８４５

精８４６

精８４７

精８４８

精８４９

精８５０

精８５１

精８５２

精８５３

精８５４

精８５５

精８５６

精８５７

精８５８

精８５９

精８６０

精８６１

精８６２

精８６３

乳児院

児童養護施設

児童指導員

児童指導員

保育士

家庭支援専門相談員

児童心理治療施設
（旧：情緒障害児短期治療施設）

児童相談所

母子生活支援施設

児童自立支援施設

児童家庭支援センター

児童自立生活援助事業を行なう施設

保育士

家庭支援専門相談員

児童指導員

保育士

職業指導員

児童発達支援管理責任者

職業指導員

心理指導担当職員

保育士

家庭支援専門相談員

児童指導員

受付相談員

相談員

児童福祉司

電話相談員

児童心理司

児童指導員

少年を指導する職員

母子支援員

児童生活支援員

職業指導員

「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」
第88条の3第1項に規定する職員

障害児相談支援事業を行なう施設 相談支援専門員

相談援助業務を行なう指導員

児童自立支援専門員

保育士

3．その他

精８３０相談援助業務に従事する職員児童発達支援

精８３１相談援助業務に従事する職員放課後等デイサービス

精８３２相談援助業務に従事する職員居宅訪問型児童発達支援

精８３３相談援助業務に従事する職員保育所等訪問支援
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3．その他
職種名 職種コード施設種類根拠法

社
会
福
祉
法

査察指導員 精８６４

精８６５

精８６６

身体障害者福祉司

福祉事務所

都道府県社会福祉協議会
日常生活自立支援事業

市町村社会福祉協議会

精８６７

知的障害者福祉司

精８６８

老人福祉指導主事

精８６９

現業員

精８７０

家庭児童福祉主事

精８７１

家庭相談員

精８７２

面接員に相当する職員

精８７３

婦人相談員

精８７４

精８７５

母子・父子自立支援員

精８７６

母子・父子自立支援プログラム策定員

就業支援専門員

「セーフティネット支援対策等事業の実施について」
自立支援プログラム策定実施推進事業実施要領に
規定する就労支援事業に従事する就労支援員

生活保護法第55条の7第１項に規定する
被保護者就労支援事業に従事する就労支援員

専門員

精８７７

精８７８

精８７９

精８８０

精８８１

精８８２

精８８３

精８８４

精８８５

精８８６

精８８７

精８８８

精８８９

精８９０

福祉活動専門員

相談援助業務
（主として身体障害者、知的障害者、
精神障害者に対するものに限る）に従事する職員

地域体制整備コーディネーター

地域移行推進員

相談援助業務に従事する職員
（医師、保健師、看護師、作業療法士、
その他医療法に規定する病院として必要な職員を除く）

スクールソーシャルワーカー

精神障害者地域移行支援特別対策事業を行なう施設

アウトリーチ事業、アウトリーチ支援に係る事業を行なう施設

スクールソーシャルワーカー活用事業を行なう施設

相談員

相談員

母子家庭等就業・自立支援センター事業

一般市等就業・自立支援事業を行なう施設

第1号職場適応援助者助成金または
訪問型職場適応援助者助成金受給資格認定法人

訪問型職場適応援助に係る受給資格認定法人

ひきこもり地域支援センター

地域生活定着支援センター

ひきこもり支援コーディネーター

第1号職場適応援助者養成研修または
訪問型職場適応援助者養成研修を修了した職員
であって、職場適応援助を行なっている者

訪問型職場適応援助者養成研修を修了した職員であって、
職場適応援助を行なっている者

相談援助業務に従事する職員

職種名 職種コード施設種類

ホームレス自立支援事業を行なう施設

地域若者サポートステーション

高次脳機能障害者の支援の拠点となる機関

生活困窮者自立相談支援事業を行なう自立相談支援機関

生活困窮者就労準備支援事業を行なう事業所

生活困窮者家計改善支援事業を行なう事業所

精８９１

精８９２

精８９３

精８９４

精８９５

精８９６

精８９７

精８９８

精８９９

精９００

精９０１

精９０２

精９０３

精９０４

精９０５

精９０６

精９０７

精９０８

支援コーディネーター

生活相談指導員

相談援助業務に従事する職員

主任相談支援員

相談支援員

家計改善支援員

就労準備支援担当者

就労支援員

主任相談支援員

相談支援員

家計改善支援員

就労準備支援担当者

就労支援員

主任相談支援員

相談支援員

家計改善支援員

就労準備支援担当者

就労支援員

3．その他
根拠法

生
活
窮
者
自
立
支
援
法

5756



職種名 職種コード施設種類

精神障害者社会復帰指導員

生活支援員

世話人

管理人

相談援助業務に従事する職員

４．改正前の法律

児童デイサービス

知的障害者援護施設

精神障害者社会復帰施設

精神障害者地域生活援助事業を行なう施設

精９０９

精９１０

精９１１

精９１２

精９１３

5958





新宿駅前教室

社会福祉士通信科
精神保健福祉士通信科
一般養成コース│短期養成コース

スクーリング教室

渋谷駅前教室
立川駅前教室町田駅前教室

東京駅前教室

支給されます

専門実践教育
訓練給付金 対

象

学費の70％
詳細は所轄のハローワーク窓口までご確認ください。

川崎駅前教室
横浜駅前教室

お問い合わせ先

社会福祉士通信科
精神保健福祉士通信科

LINE入学相談 電話入学相談メール入学相談

最大44万円 募集要項
2025年6月11日入学生

NEW
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